
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成21年11月13日

【四半期会計期間】 第30期第３四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

【会社名】 ＣＤＳ株式会社

【英訳名】 CDS Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　芝崎　晶紀

【本店の所在の場所】 愛知県岡崎市舞木町字市場46番地

【電話番号】 （０５６４）４８－７２８１

 
（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で行ってお

ります。）

【事務連絡者氏名】 ──────

【最寄りの連絡場所】

名古屋支社

愛知県名古屋市中村区名駅３丁目16番22号

名古屋ダイヤビルディング１号館４Ｆ

【電話番号】 （０５２）５８７－５４３７

【事務連絡者氏名】 取締役経理・財務部長　　中嶋　國雄

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

　

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

 1/26



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第30期

第３四半期連結
累計期間

第30期
第３四半期連結
会計期間

第29期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 4,028,5621,192,3186,127,078

経常利益又は経常損失（△）（千円） 58,326　 △40,637 502,743

当期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △75,788 △60,364 145,747

純資産額（千円） －　 2,204,6342,372,023

総資産額（千円） － 3,332,4193,989,420

１株当たり純資産額（円） － 67,416.8271,493.03

１株当たり当期純利益金額又は四半期純損失（△）金額

（円）
△2,313.70　△1,858.23 4,300.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― －

自己資本比率（％） 　　　　　　　－ 65.7 59.1

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 309,671 ― 226,743

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） △7,018 ― △151,168

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） △295,378 ― △146,927

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 623,790 615,622

従業員数（人） － 588 561

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。第30期第３四半期連結累計期間及び第30期第３四半期連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失である

ため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人）    588　　(29）

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含むほか、契約社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含んでおります。）は、当第3四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 293 （3）

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、契約社員を含んでお

ります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含んでおります。）は、当第3四半期会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社グループが行っている事業は、提供するサービスの性質上、生産実績の記載になじまないため省略しておりま

す。

（２）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ドキュメンテーション事業 337,517 － 326,673 －

エンジニアリング事業 159,386 － 89,887 －

技術システム開発事業 486,254 － 712,256 －

合計 983,157 － 1,128,818 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

（３）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

ドキュメンテーション事業 426,936 －

エンジニアリング事業 203,275　 －

技術システム開発事業 562,106 －

合計 1,192,318 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

相手先　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

金額（千円) 割合（％）

三菱自動車工業株式会社 338,347 28.3

シャープ株式会社 119,528 10.0

３．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況　

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、金融危機に端を発した世界的な景気低迷による企業収益の大

幅な減少、個人消費の減退など、依然として厳しい経営環境が続いております。一部には生産や輸出に底入れ感がう

かがえ、最悪期を脱したとの兆しもありますが、本格的な景気回復には至っておりません。

当社グループの主要顧客である大手製造業におきましても、一部では減産緩和の動きが広がるなど、回復の兆し

もみられましたが、開発ならびに設備に関わる投資の削減や延期、生産調整などの余波が残っており、当社グループ

においても少なからずその影響を受けました。

当社グループは、世界的に高い競争力を誇る日本の情報家電産業、産業設備・工作機械産業、自動車産業などに代

表される「ものづくり企業」のＩＴ関連サービスに特化し、ドキュメンテーション事業、エンジニアリング事業、シ

ステムの開発・運用などを展開しております。

当第３四半期連結会計期間におきましても、当社グループでは従前に引き続き、「ものづくり企業」へのサポー

ト体制を強化し、当社グループが有する高い技術力を提供することで、顧客企業の多様化かつ高度化する要望に、的

確に応えてまいりました。

また、従来の枠にとらわれないユニークかつ高付加価値サービスの提供による独自路線の確立、優位的地位の確

保を図ることで、“既存顧客の囲い込み”“新規顧客の獲得”及び“新規事業の展開”を推進し、さらには事業領

域の拡大を図るため、昨年子会社化した株式会社バイナスおよびフランスのSAS SB Traductionとのシナジーをよ

り一層高める経営を推進してまいりました。

しかし、顧客企業の業績低迷による新規開発や設備投資の見送りや延期、技術者派遣の需要減退などの影響が

残っており、当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績は、連結売上高1,192百万円、営業損失76百万円、経常

損失40百万円、税金等調整前四半期純損失33百万円、四半期純損失60百万円となりました。

なお、のれん償却額83百万円が販売費及び一般管理費に含まれており、当該のれん償却額は税務上の損金となら

ないことから、税金等調整前四半期純損失にもかかわらず税金費用25百万円を計上しております。

事業別の業績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含

みます。）

　

（ドキュメンテーション事業）

ドキュメンテーション事業におきましては、ＷｅｂコンテンツやＣＧアニメを用いた次世代技術資料の作成、

高品質ドキュメントの短納期化といった高付加価値および独自性のある提案に注力し、特徴ある技術による差別

化を図ることで、既存顧客の囲い込みを図るとともに、医療機器分野への新たな進出など新規顧客を獲得してき

ました。しかしながら顧客企業の新規開発の見送りや延期などの影響もあり、売上高は446百万円、営業利益は111

百万円となりました。

　

（エンジニアリング事業）

エンジニアリング事業におきましては、顧客企業の選択と集中による囲い込み強化、グループ企業との連携強

化によるシナジーの創出、技術者のスキルアップを進めてきました。また、株式会社バイナスをグループに加えま

したが、顧客企業の開発体制の縮小や設備関連投資の低下、技術者派遣の需要減退による稼動時間の減少、人員再

配置計画の遅れなどにより、売上高は208百万円、営業損失は８百万円にとどまりました。

　

（技術システム開発事業）

技術システム開発事業におきましては、“強固な基盤の構築”を重点施策に掲げ、既存事業の効率化、売上と利

益のバランスの取れた事業拡大を進めてきました。また、事業の選択と集中、付加価値向上による利益率改善、組

織体制の整備を進めてきましたが、顧客企業のシステム投資意欲の減退によるシステム開発・分析といった支援

業務の受注減などの影響があり、売上高は563百万円、営業損失は85百万円となりました。

なお、技術システム開発事業の営業費用の中には、「のれん償却額」80百万円が含まれております。

　

　（２）キャッシュ・フローの状況
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当第３四半期連結会計期間において、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、投資活動で３百万円の

資金を獲得しましたが、財務活動で60百万円の資金を要したことにより第２四半期連結会計期間末と比較して、57

百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末の資金は623百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動では、賞与引当金の増加136百万円、のれん償却額83百万円、売上

債権の減少88百万円等の資金の増加要因があった一方、税金等調整前四半期純損失33百万円、その他流動負債の

減少124百万円、法人税等の支払175百万円等の資金の減少要因があったことにより、０百万円の資金を要しまし

た。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動では、無形固定資産を取得するための支出が８百万円、定期預金の預入による支出が12百万円あった

一方、投資有価証券の売却による収入が24百万円あったこと等により、３百万円の資金を獲得しました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動としては、短期借入金の返済35百万円、配当金の支払に25百万円充てたことにより、60百万円の資金を

要しました。

 

（３）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末より657百万円減少し、3,332百万円となりました。その

主な要因は、現金及び預金は20百万円増加しているものの、受取手形及び売掛金の減少が513百万円、償却によるの

れんの減少が250百万円あったことによります。

なお、受取手形及び売掛金の減少は売上債権の回収によるものであり、のれんの償却も当社の会計方針に則った

均等償却を行った結果であります。

（負債）

負債は前連結会計年度末より489百万円減少し、1,127百万円となりました。主な要因は、支払手形及び買掛金の減

少93百万円、返済による短期借入金の減少200百万円、法人税等の納付による未払法人税等の減少150百万円等が

あったことによります。

（純資産）

純資産は、当第３四半期連結累計期間で純損失75百万円を計上したこと、剰余金の処分として配当金65百万円を

計上したこと、自己株式の取得に24百万円を充てたことにより、前連結会計年度末より167百万円減少し、2,204百万

円となりました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

    当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　　重要な研究開発活動はありません。 
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,000

計 95,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,005 34,005
大阪証券取引所

（ヘラクレス）
（注）１、２

計 34,005 34,005 － －

　（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式であります。

２．単元株制度は採用しておりません。 
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。

株主総会の特別決議日（平成18年３月25日）

 
第３四半期会計期間末日現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,212

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,212

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　154,380（注）

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成25年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　154,380

資本組入額　　　　 77,190

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者に

おいて、これを行使することを要する。ただし、相続によ

り新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

②　新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役、相談役、顧問および従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社または当社の関係

会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正

当な理由のある場合または相続により新株予約権を取

得した場合はこの限りではない。

③　新株予約権発行時において社外のコンサルタントで

あった者は、新株予約権行使時においても当社との間で

コンサルタント契約を締結していることを要する。ま

た、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に先立

ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期に

ついて、当社取締役会の承認を要するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

 

調整後行使価額

 

＝

既発行株式数 ×
調整前

行使価額
＋新規発行又は処分株数×１株当り払込金額又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日 
－ 34,005 － 893,682 － 848,682

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　1,520 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　32,485 32,485
株主としての権利内容に制

限のない標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 34,005 － －

総株主の議決権 － 32,485 －

  

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＣＤＳ株式会社
愛知県岡崎市舞木町　　字

市場46番地
1,520 － 1,520 4.46

計 － 1,520 － 1,520 4.46

　

　

   

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 46,50048,00042,80042,00052,00053,90071,50065,50052,000

最低（円） 41,00037,20037,80035,50038,00048,30049,50050,60049,000

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

　

　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。なお、当第３四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９

月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 653,790 633,622

受取手形及び売掛金 1,054,370 ※1
 1,567,586

商品及び製品 24,603 39,934

仕掛品 160,629 132,535

原材料及び貯蔵品 33,931 21,948

その他 306,823 193,925

貸倒引当金 △42 －

流動資産合計 2,234,105 2,589,552

固定資産

有形固定資産 ※2
 323,321

※2
 346,306

無形固定資産

のれん 500,503 751,094

その他 87,286 106,625

無形固定資産合計 587,789 857,720

投資その他の資産

その他 197,983 206,621

貸倒引当金 △10,780 △10,780

投資その他の資産合計 187,203 195,841

固定資産合計 1,098,314 1,399,867

資産合計 3,332,419 3,989,420

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 122,479 215,645

短期借入金 265,000 465,000

未払法人税等 27,750 177,860

賞与引当金 230,521 106,215

未払金 180,496 296,245

その他 174,490 233,562

流動負債合計 1,000,738 1,494,529

固定負債

退職給付引当金 126,117 105,921

その他 929 16,945

固定負債合計 127,046 122,866

負債合計 1,127,784 1,617,396
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 893,682 893,682

資本剰余金 848,682 848,682

利益剰余金 517,820 659,179

自己株式 △69,436 △44,932

株主資本合計 2,190,748 2,356,610

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,135 1,587

為替換算調整勘定 422 －

評価・換算差額等合計 △712 1,587

少数株主持分 14,599 13,826

純資産合計 2,204,634 2,372,023

負債純資産合計 3,332,419 3,989,420
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 4,028,562

売上原価 3,003,810

売上総利益 1,024,751

販売費及び一般管理費 ※
 1,038,185

営業損失（△） △13,433

営業外収益

受取利息 758

受取配当金 128

為替差益 217

雇用調整助成金 78,040

その他営業外収益 1,387

営業外収益合計 80,532

営業外費用

支払利息 2,382

支払融資手数料 4,870

その他営業外費用 1,519

営業外費用合計 8,772

経常利益 58,326

特別利益

投資有価証券売却益 14,377

特別利益合計 14,377

特別損失

固定資産除却損 109

退職給付制度移行に伴う損失 1,858

特別損失合計 1,967

税金等調整前四半期純利益 70,736

法人税、住民税及び事業税 181,591

法人税等調整額 △35,432

法人税等合計 146,158

少数株主利益 367

四半期純損失（△） △75,788
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 1,192,318

売上原価 952,534

売上総利益 239,783

販売費及び一般管理費 ※
 316,158

営業損失（△） △76,375

営業外収益

受取利息 172

雇用調整助成金 37,933

その他営業外収益 317

営業外収益合計 38,422

営業外費用

支払利息 575

支払融資手数料 796

為替差損 1,246

その他営業外費用 66

営業外費用合計 2,684

経常損失（△） △40,637

特別利益

投資有価証券売却益 9,131

特別利益合計 9,131

特別損失

固定資産除却損 41

退職給付制度移行に伴う損失 1,858

特別損失合計 1,899

税金等調整前四半期純損失（△） △33,405

法人税、住民税及び事業税 73,252

法人税等調整額 △47,679

法人税等合計 25,572

少数株主利益 1,386

四半期純損失（△） △60,364
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 70,736

減価償却費 54,241

長期前払費用償却額 329

のれん償却額 250,591

賞与引当金の増減額（△は減少） 124,305

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,196

受取利息及び受取配当金 △887

支払利息 2,382

投資有価証券売却損益（△は益） △14,377

固定資産除却損 109

売上債権の増減額（△は増加） 513,563

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,745

その他流動資産の増減額（△は増加） △27,300

仕入債務の増減額（△は減少） △93,428

その他流動負債の増減額（△は減少） △131,706

その他固定負債の増減額（△は減少） △16,016

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,586

小計 687,408

利息及び配当金の受取額 847

利息の支払額 △2,237

法人税等の支払額 △376,346

営業活動によるキャッシュ・フロー 309,671

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △36,000

定期預金の払戻による収入 24,000

有形固定資産の取得による支出 △3,554

無形固定資産の取得による支出 △8,335

投資有価証券の取得による支出 △22,856

投資有価証券の売却による収入 37,717

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,035

その他 3,046

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,018

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

自己株式の取得による支出 △24,503

配当金の支払額 △70,874

財務活動によるキャッシュ・フロー △295,378

現金及び現金同等物に係る換算差額 892

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,167

現金及び現金同等物の期首残高 615,622

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 623,790
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

（１）リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半

期連結財務諸表から適用することができるようになったことに伴い、第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

これによる損益への影響はありません。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 

  （２）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産については、従来、原価法を採用しておりましたが、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価の切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

――――――――――

 

 

 

 

 

※１．連結会計年度末日満期手形

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

 受取手形  4,823千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 318,119千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 295,465千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※　主要な費目及び金額は次のとおりであります。 　

賞与引当金繰入額 21,077千円

退職給付費用 4,658千円

のれん償却額 250,591千円

　

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

※　主要な費目及び金額は次のとおりであります。 　

賞与引当金繰入額 10,062千円

退職給付費用 1,174千円

のれん償却額 83,530千円

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

   対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 653,790千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 623,790千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　34,005株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　   1,520株

 

３．新株予約権等に関する事項

  ストック・オプションとしての新株予約権

    新株予約権は、提出会社における旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行したストック・

オプションとしての新株予約権のみであり、残高はありません。

 

４．配当に関する事項

（１）配当支払金額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日

定時株主総会
普通株式 39,582 1,200

平成20年

12月31日

平成21年

３月27日
利益剰余金

平成21年８月７日

　

取締役会　　

普通株式　　　 25,988　 800　
平成21年　

６月30日　

平成21年　

９月14日　
利益剰余金　

  

　　　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの　

　　　 該当事項はありません。

　

５.株主資本の著しい変動に関する事項

  該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
技術システ
ム開発事業
（千円）

エンジニア
リング事業
（千円）

ドキュメン
テーション
事業（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 562,106203,275426,9361,192,318 － 1,192,318

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,228 5,062 19,066 25,358(25,358) －

計 563,335208,338446,0021,217,676(25,358) 1,192,318

営業利益（又は損失） (85,108) (8,466) 111,78718,212(94,588) (76,375)

　 

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
技術システ
ム開発事業
（千円）

エンジニア
リング事業
（千円）

ドキュメン
テーション
事業（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,961,354740,1231,327,0834,028,562 － 4,028,562

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
9,207 27,988 53,007 90,202(90,202) －

計 1,970,561768,1121,380,0904,118,765(90,202) 4,028,562

営業利益（又は損失） (88,220) (6,755) 381,093286,117(299,550) (13,433)

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1）技術システム開発事業

自動車開発部門等における技術システムの開発・運用

(2）エンジニアリング事業

設計支援、解析支援、設計ＣＡＤ支援、生産技術支援、ロボット・システムの製造、ＦＡエンジニアリング　

(3）ドキュメンテーション事業

取扱説明書、パーツガイド、整備解説書、Ｗｅｂコンテンツ、ＣＧアニメーション、ｅラーニング、技術プレ

ゼン資料、多言語翻訳

３．会計処理方法の変更（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１．（２）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴うセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

  

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額     67,416円82銭１株当たり純資産額 71,493円03銭  

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 2,313円70銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、１株当たり四半期

純損失であるため記載はしておりません。

１株当たり四半期純損失金額 1,858円23銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、１株当たり四半期

純損失であるため記載はしておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（千円） 75,788 60,364

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 75,788 60,364

期中平均株式数（株） 32,756 32,485

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

―――――

 

―――――

 

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　　　平成21年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議し、配当いたしました。

　　①中間配当による配当金の総額　　　　　　25,988千円

　　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　800円

　　③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成21年９月14日　

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

24/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　正明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＤＳ株式会社の平

成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＤＳ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

　　　　　　管しております。

 　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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